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令和４年度第１５９回奈良市国民健康保険運営協議会会議録 

開催日時 令和４年８月２５日（木）午後３時から午後４時３０分まで 

開催場所 奈良市役所地下１階Ｂ１会議室 

議  題 

１ 「奈良市国民健康保険運営協議会会長の選出」について 

２ 「奈良市国民健康保険運営協議会会長職務代行者の選出」につい   

  て 

３ 「令和３年度奈良市国民健康保険特別会計歳入歳出決算（案）」 

  について 

４ その他 

出 席 者 

委 員 

（被保険者代表） 

上城戸委員、宮崎委員、金野委員、髙辻委員、堀川委員 

（保険医又は保険薬剤師代表） 

国分委員、齊藤委員、森委員、横井委員、七海委員 

（公益代表） 

青木委員、上野委員、志茂委員、新谷委員、辻中委員、今

西委員 

（被用者保険代表） 

内田委員、中村委員 

【計１８人出席】 

事務局 

向井副市長、小澤福祉部長、伯耆福祉部次長、黒田課長、

池田課長補佐、土井係長、渋谷係長、花内係長、伊藤係長、

小寺係員 

開催形態 公開（傍聴人０人） 

決定事項 特になし 

担 当 課 福祉部  国保年金課 

議事の内容 

１ 「奈良市国民健康保険運営協議会会長の選出」について 

   奈良市国民健康保険運営協議会会長を選出 

２ 「奈良市国民健康保険運営協議会会長職務代行者の選出」について 

   奈良市国民健康保険運営協議会会長職務代行者の選出 

３ 「令和３年度奈良市国民健康保険特別会計歳入歳出決算（案）」について 

   令和３年度奈良市国民健康保険特別会計歳入歳出決算（案）の内容を報告 

４ その他 

   配布資料について説明。 

〔質疑・意見〕 

事務局 ただ今より、第１５９回奈良市国民健康保険運営協議会開催する。 
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本日は皆様、ご多忙にもかかわらず、ご出席をいただき、誠にあり

がとうございます。 

本協議会は、国民健康保険法第１１条第２項「国民健康保険事業の

運営に関する事項（この法律の定めるところにより市町村が処理する

こととされている事務に係るものであって、第４章の規定による保険

給付、第７６条第１項の規定による保険料の徴収その他の重要事項に

限る。）を審議させるため、市町村に市町村の国民健康保険事業の運営

に関する協議会を置く。」とあることから、本市に設置されている。 

また、国民健康保険法施行令第３条から第５条には、構成委員の区

分や委員の任期、会長に関する事項などが規定されている。 

それでは、まず初めに、奈良市国民健康保険規則第２条（協議会の

委員の任命）によって、「市町村の国民健康保険事業の運営に関する協

議会の委員は、市長が委嘱する。」ことになっている。 

本市の国保運営協議会委員の前任期は、令和４年７月３１日をもっ

て終了し、新委員の任期は、国民健康保険法施行令第４条により３年

間であり、令和４年８月１日から令和７年７月３１日までが任期とな

っている。 

それでは、続いて向井副市長よりご挨拶を申し上げる。 

 

委員の皆さまにはお忙しい中、奈良市国民健康保険運営協議会にご

出席いただき、ありがとうございます。過去２年間は書面での開催で

あり、今回久しぶりに対面での開催とさせていただいた。 

今年度は運営委員の皆様の改選の時期になっており、多くの新しい

委員の方々がご就任いただいている。各委員それぞれの立場、それぞ

れの知見からご意見いただきたい。 

この国民健康保険制度は、昭和３０年くらいまでは、農業者や自営

業者、中小企業など無保険の方がおり、国民の約３分の１を占めてい

たと言われていた。 

その後、昭和３４年１月に国民健康保険法が施行され、昭和３６年

から全国の市町村で国民健康保険制度がスタートした。それによって

すべての国民が何らかの公的な保険に加入しているという状態、いわ

ゆる国民皆保険制度が成立した。これは世界的にも大変評価されてい

る制度である。 

国民健康保険制度は公的な大きな保険、共済制度や社会保険に加入

できなかったり、そこから外れてしまった人たちを受ける最後のセー

フティネットとして法律が施行されて今年で６３年になる。 

その間、国民の医療の充実、健康の維持に大きく貢献してきた制度

であり、今後も大きな役割を担っていくべきものと考えている。 



3 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事務局 

国民健康保険制度創立以来の大改革と言われていた都道府県単位化

については平成３０年度に完成し、今年で４年になった。今後、保険

料の統一等、様々な課題があると思うが、より充実していきたいと思

っている。 

今回の運営協議会は、令和３年度の国民健康保険特別会計歳入歳出

決算案について、ご審議いただく。詳細の方は後から事務局から説明

があると思うが、歳入については、保険料の収入不足である一方で、

県の交付金の確保などをしてきた。 

歳出では事務の削減や適切な保険事業の実施の結果、何とか黒字を

維持できたという状況である。 

しかし、依然として全国的にも国保の財政は大変厳しい状況が続い

ている。特に医療費の増大ということで、高齢化、医療の技術の高度

化などで、また、令和３年度は令和２年度のコロナの影響における診

療控えの反動ということもあり、医療費が増えているような状況であ

る。 

それよりも国保制度においては、非正規の方が増えることによる低

所得化が大きな問題になっている。そのような現在の日本社会の大き

な課題がそのままこの国保制度の構造的な課題となっている。 

医療費の増大については、高齢化が原因と言われているが、高齢化

が問題ではなく、もともとの医療の充実や医療従事者のご努力やこの

保険制度により、日本人の寿命が延びてきたということである。 

高齢化が問題ではなく、やはり健康で過ごしていただく、健康寿命

を延ばすということが重要であり、特定健診などの健診事業をより充

実する必要があるのではないかと考えている。 

令和３年度の健診受診率は速報値で、３３．８％となっており、な

かなか上がらない。１０年位前から受診料であったり検査項目であっ

たりいろいろ改革を進め、やっと３人に１人が受診いただけるように

なってきた。これをさらに２人に１人としていけるよう受診率の向上

に努めていきたいと考えており、ご提案があればいただきたい。 

また、ジェネリック医薬品の活用であったり、重複多剤服薬の防止

であったりと進めていく必要がある。 

今後の国保財政の安定的な維持のためにも、適切な医療費の支出、

保険料の収納、この２つが大きな課題である。奈良県や各市町村とも

連携して進めていきたいと考えている。今日の協議会につきましても

忌憚のないご意見をいただいて、より有意義なものになることを期待

している。 

 

ありがとうございました。なお、向井副市長は、公務のため退席す
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る。 

続いて、本日の運営協議会は、新委員の皆様による、最初の協議会

であるため、司会の方から各委員の皆様のご紹介をさせていただく。      

奈良市国民健康保険運営協議会の委員の定数は、奈良市国民健康保

険条例第２条によって、「被保険者を代表する委員」６名、「保険医又

は保険薬剤師を代表する委員」６名、「公益を代表する委員」６名、「被

用者保険等保険者を代表する委員」２名となっている。 

それでは、ご紹介する。 

（委員紹介、続いて事務局紹介） 

事前に、郵送していた議案等の確認をする。（資料の確認） 

それでは、ただいまから議事に入る。 

奈良市国民健康保険規則第６条により、「会長の任期は、委員の任期

による。ただし、後任者が選出されるまでの間は、その職務を行うこ

とを妨げない。」とあるので、新会長が決まるまでは、前会長に議事進

行をお願いするので、新谷前会長、会長席へお願いする。 

 

それでは、新会長が決まるまで、私が議事進行を行う。 

本協議会は、奈良市国民健康保険運営協議会委員２０名中、現在、

１８名の委員のご出席しており、奈良市国民健康保険規則第４条の規

定による定足数を満たしており、成立する。 

本会議は、公開要領に基づき、原則公開となっているので、傍聴人

の定員を定める。ただいま、傍聴人は来ているか。 

 

傍聴人はいない。 

 

それでは、議案の審議に入る。 

議案第１号「奈良市国民健康保険運営協議会会長の選出」について

であるが、会長は、国民健康保険法施行令第５条の規定により「協議

会に、会長１人を置き、公益を代表する委員のうちから、全委員が選

挙する。」とあるが、会長の選出方法について、どうするか。 

 

前会長に一任。 

 

異議なし。 

 

異議なしとの声をいただいたため、ご説明申し上げる。 

会長は「公益を代表する委員」のうちから選出することになってい

る。「公益を代表する委員」からの「自薦・立候補」、もしくは、他の
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代表区分の委員の方からの「推薦」により、新会長を決めたいと思う

が、どうか。 

 

異議なし。 

 

異議なしとの声をいただいた。 

それでは、新会長の「選出方法」について、ご賛同をいただいたの

で、どなたか、「公益委員」の中から「自薦・立候補」はあるか。 

「自薦・立候補」がないようなので、他の区分の委員の方から、公

益委員枠の会長候補の「推薦」はあるか。 

 

前会長である新谷委員に、引き続いて会長をお願いしたい。 

新谷委員は、ご経験が豊富であるので、お願いしたい。 

 

ただいま委員からご推薦いただいた。他の委員の方からのご推薦は

あるか。 

他の方のご推薦、また、ご意見がないようなので、引き続き私が会

長職を引き受けさせていただくこととする。ご異議ないか。 

 

異議なし。 

 

それでは、皆様のご賛同をいただいたので、引き続き、会長職を引

き受けさせていただく。それでは、一言、ご挨拶をさせていただく。 

この２年間、書面での開催が続いておりましたので、今回３年ぶり

に対面での開催ができて感無量である。 

このコロナ禍の間、本当に苦しい時期をお過ごしであったかと思う

が、とりわけその中でも奈良市医師会の先生におかれては、ご苦労・

ご活躍いただき、現在もそれが続いているが、この場を借りてお礼申

し上げる。ありがとうございます。 

この国民健康保険運営協議会は、国民健康保険に関する重要事項を

審議することとなっている。先ほど向井副市長も仰っておられたが、

重要事項というと、平成３０年４月からの国保制度の安定化を図るた

めの、都道府県単位化があった。 

しかし、都道府県単位化が施行されたとはいえ、他の健康保険制度

と比べて年齢構成が高く、所得水準が低いという国民健康保険制度の

構造的な問題が解消したわけではない。依然として、国民健康保険制

度を取り巻く環境は非常に厳しく、でも国民皆保険制度を維持してい

くには適切な財政運営が不可欠であると考えている。 
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この国民健康保険運営協議会では、皆様から忌憚のないご意見をい

ただくとともにスムーズな議事を進めて参りたいと考えているのでよ

ろしくお願いする。 

続いて、議案第２号「奈良市国民健康保険運営協議会会長職務代行

者の選出」についてであるが、いかがか。 

 

会長に一任。 

 

異議なし。 

 

ただいま、会長一任との声があったため、私から職務代行者を指名

させていただく。引き続き、職務代行者は青木委員にお願いする。 

次に会議録署名人について諮る。本日の会議録署名人は、被保険者

代表委員の上城戸委員にお願いする。 

 

異議なし。 

 

続いて、議案第３号「令和３年度奈良市国民健康保険特別会計歳入

歳出決算（案）」について、事務局より簡潔に説明をお願いする。 

 

それでは、議案第３号「令和３年度奈良市国民健康保険特別会計歳

入歳出決算（案）」について、ご説明する。議案書の１ページである。 

会計期間は、令和３年４月１日から令和４年３月３１日までの１年

間と、令和４年４月・５月の出納整理期間である。決算（案）として

いるのは、来月の令和４年９月議会において、議会に提案し、決算認

定が必要なため、それまで案としている。 

令和３年度の会計収支は、５，８０５万４，２４２円の黒字となっ

た。ただ、令和２年度からの繰越金を活用していることから、単年度

収支では２，４７１万６，３９３円の赤字となっている。 

初めに、国民健康保険料である。令和３年度現計予算額、６８億５，

６３８万円４千円に対し、令和３年度決算額は、６９億１，４８６万

５６９９円であり、差引額は、マイナス５，８４８万１，６９９円で

ある。 

平成３０年度からの国保の県単位化に伴い、県の指導のもと、平成

３０年度から６か年にわたる保険料方針を定めており、毎年保険料率

の改定を行っている。令和３年度は、一人当たり保険料水準を、１．

４パーセント引き上げた。 

令和３年度の保険料の具体的な料率は、令和２年度と比較して、医
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療分を８．３％から８．０％へ引き下げたが、後期高齢者支援金分を

２．３％から２．６％へ、介護納付金分を２．３％から２．４％へ引

き上げた。 

なお、均等割・平等割は、低所得者に配慮して、引上げていない。 

賦課限度額は、国は、年間９９万円で据え置きだが、奈良市は１年

遅れで追従する方針により、年間９９万円に引き上げた。 

保険料の収納に大きな要因を占める、奈良市の国保の被保険者数は、

減少傾向にある。 

７５歳の年齢到達により、国保の高齢被保険者が後期高齢者医療制

度へ、移行されることによる人数の減少、少子化による若年層の加入

の減少、社会保険の短時間労働者の適用基準の見直しで、勤務時間が

週２０時間以上であれば、原則社会保険適用となるなどの社会保険の

適用拡大などの要因により、国保の加入者は、減少傾向にある。 

具体的には、被保険者数が令和２年度７４，８５０人から令和３年

度７３，７５９人へ、１，０９１人の減少となり、率は、１．５％の

減となっている。これは、必然的に、国保料の調定額・収入額の減少

の要因となっている。 

この保険料は、歳出の事業費納付金を支払うための非常に重要な財

源である。 

奈良県内の各市町村が支払う、国保事業費納付金は、県でプールさ

れる。その後、各々の市町村国保が当該年度の保険給付に必要な金額

を請求することによって、全額、市町村に交付金として、交付される

仕組みとなっている。 

この被保険者数の減少に起因する保険料収入の減少は、実は、支払

うべき国保事業費納付金を賄えなくなる原因となりえる。 

また、今後数年で団塊の世代の後期高齢者への移行がさらに進むと、

いわゆる保険給付に見合った保険料を負担できない低所得者が多いと

いわれる世代の加入者が国保加入者の中心となってくるものと考えら

れる。 

令和３年度の奈良市の現年度保険料の収納率は９２．８８％となり、

令和３年度以降奈良県から指定された収納率目標には及んでいない状

況であり、保険料の適正な賦課・収納には、注力していかなければな

らないと考えている。 

続いて、２番、県支出金である。 

令和３年度現計予算額、２７０億３，０７９万４千円に対し、令和

３年度決算額は、２６９億２１２万２６０円であり、差引額は、１億

２，８６７万３，７４０円である。 

これは、県から保険給付費等交付金として、支出する項目が含まれ
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ており、令和３年度の奈良市の保険給付に必要な費用として、県支出

金・保険給付費等交付金という名目で、奈良市が医療費に充てるため

に、全額、県から収入した金額となる。 

これは、支出の保険給付費に見合う額であり、この費用が減少傾向

にあるか増加傾向にあるかで、今後の事業費納付金が増額となるかど

うかが決まる。 

また、この県支出金の財源となる、社会保険診療報酬支払基金から

県に交付される前期高齢者交付金の奈良市割り当て分は１１７億７２

０４万９，５９７円であったことをご報告する。 

次に、歳入３番、繰入金である。 

令和３年度現計予算額、２６億２，４５７万９千円に対し、令和３

年度決算額は、２３億７，７２９万１，４７３円となり、差引額は、

２億４，７２８万７，５２７円となった。 

ちなみに、繰入金のうち、「職員給与費等繰入金」は、職員の給料や

事務費に対しての繰入れであり、人件費の抑制や事務費の適正化によ

り、対予算額マイナス１億円となっている。なお、これは、すべて法

定内繰入金である。 

次に、歳入４番、繰越金である。 

これは、令和２年度決算において、歳入歳出差引額は、３億３，２

７７万６３５円の黒字となったため、剰余金のうち、２億５，０００

万円を国保基金に積立て、残額の８，２７７万６３５円については、

翌年度、つまり令和３年度へ繰り越ししたものが含まれている。 

続きまして５番、諸収入ほかである。 

令和３年度現計予算額、６，９９５万６千円に対し、令和３年度決

算額は、１億１，８４８万３４９円で、差引額は、マイナス４８，５

２万４千３４９円となった。 

これは、当該年度の臨時的な収入を受ける科目であり、主には国か

らの新型コロナウイルス感染症にかかる減免保険料分を補填する補助

金などである。 

以上、令和３年度の歳入の現計予算合計額は、３６６億６，４４８

万３千円で、令和３年度の歳入決算合計額は３６３億９，５５２万８，

４１６円となり、差引額は、２億６，８９５万４，５８４円となった。 

続いて、歳出の説明に移る。 

まず１番、総務費である。 

令和３年度現計予算額、４億５４８万９千円に対し、令和３年度決

算額は、３億５，０２１万８，２７２円で、差引額は、５，５２７万

７２８円となった。 

これは、国民健康保険の事務の執行経費の総額であり、経費の節減
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に努めた結果である。 

次に、歳出２番、保険給付費である。 

令和３年度の現計予算額、２５１億６，３１２万５千円に対し、令

和３年度の決算額は、２５０億３，１９１万２，８０２円となり、差

引額１億３，１２１万２，１９８円となった。 

保険給付費のうち、一番金額の大きい一般の療養給付費についてで

あるが、令和２年度の奈良市国保の総費用額は２８０億円で、令和３

年度の総費用額は２９１億円となり、１１億円の増、４％の増加とな

っており、令和２年度のコロナ禍における受診控えの反動を見て取る

ことができる。 

また、一人当たりの年間の費用額を算出すると、令和２年度は、３

７万４，６３０円、令和３年度は、３９万４，６６２円となり、対前

年比２万３２円の増額であり、率にして、１．５％の増となった。 

先ほど述べた受診控えの反動や、医療費が高額となる前期高齢者の

団塊の世代が多く加入している奈良市国保の構造的な問題、医療の高

度化など、複合的な要因により、１人あたりの医療費は飛躍的に増加

している。今後も、適正な医療費の支出により、財政の健全化を図っ

ていかなければならないと考えている。 

次に、歳出の３番、事業費納付金である。 

令和３年度の現計予算額、１０５億５，７５１万４千円に対し、令

和３年度の決算額は、１０５億４，３３２万５，７６３円となり、差

引額１，４１８万８，２３７円となった。 

奈良県全体の国保の保険給付の費用に充てるため、奈良県が算定し

て、県下市町村から徴収する経費である。 

県は、納付金をプールし、保険給付費等交付金として各市町村の保

険給付に必要な額を補填する制度である。 

納付金の内訳として、所得割や被保険者数割があり、各市町村の国

保被保険者のその比率に応じて、納付額が算定され、県から示された

額を納付する。 

具体的には、奈良県は、奈良県全体の医療費の費用を推計し、それ

から、一部負担金・国庫その他の補助・補填される経費などを控除し

た総額を算出し、奈良県の各市町村の国保の県内の所得や被保険者数

の比率に応じて、各市町村に納付額を割り当てる。 

この納付金を支払うことは、法律上、市町村の義務となっており、

各市町村は、この納付金を支払うために、保険料を財源にして、毎月、

県に納付する。 

なお、この納付金の財源となる、保険料について、奈良県は、令和

６年度に奈良県内の国保保険料の統一を目指している。 
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次に、歳出４番、保健事業費である。 

令和３年度現計予算額、３億７，２５０万５千円に対し、決算額は、

２億９，７０７万１，２７６円で、差引額は、７，５４３万３，７２

４円となった。 

この保健事業の経費は、「特定健康診査」の経費や「医療費通知」の

経費である。 

特定健康診査・特定保健指導については、平成２０年度に高齢者医

療確保法の改正により、医療保険制度を所管する全国健康保険協会や

市町村の国民健康保険の保健事業と位置付けられ、医療の保険者に義

務付けられたものである。 

その他、当課がおこなっている医療費通知や後発医薬品使用促進に

係る経費、重複服薬や多剤服薬の対策に係る経費、また、健康医療部

健康増進課や都 保健センターが行っている特定保健指導や医療政策

課が行っている糖尿病重症化対策経費などの経費である。 

次に、歳出の最後、５番、諸支出金ほかである。 

令和３年度現計予算額、１億６，５８５万円に対し、令和３年度決

算額は、１億１，４９４万６，０６１円で、差引額は、５，０９０万

３，９３９円となった。 

これは、歳入の特定財源を精算し、返還する場合、翌年度に予算補

正して返還するなどの経費である。 

以上、歳出合計で、令和３年度現計予算額、３６６億６，４４８万

３千円、令和３年度決算額は、３６３億３，７４７万４，１７４円で、

差引額３億２，７００万８，８２６円となった。決算の歳入額３６３

億９，５５２万８，４１６円から歳出額３６３億３，７４７万４，１

７４円を差引すると、歳入歳出差引額は、５，８０５万４，２４２円

となった。 

単年度収支では、差引額から繰越金８，２７７万６３５円を引くと、

単年度では、マイナス２，４７１万６，３９３円となった。 

令和３年度の奈良市国民健康保険特別会計歳入歳出決算（案）につ

いては、以上である。 

 

ありがとうございました。それでは、議案第３号奈良市国民健康保

険特別会計歳入歳出決算（案）について、何かご意見・ご質問等ある

か。 

なければ、原案どおり可決する。 

次に次第３のその他について、事務局から説明をお願いする。 

 

それでは、次第３の「その他」として、運営協議会資料について、
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事務局より説明させていただく。 

まず、初めて当協議会委員に新たにご就任された方もおられるため、

国民健康保険県単位化について、ご説明する。 

平成２７年５月に成立した持続可能な医療保険制度を構築するため

の健康保険法等の一部を改正する法律により、平成３０年度から、国

民健康保険の財政運営の責任主体が市町村から都道府県に変わった。   

この背景としては、市町村国保の加入者は年金生活者や非正規雇用

者が多くなり、所得水準が低い一方、平均年齢が高く、一人当たり医

療費も高いため、被用者保険に比べて保険料負担が重く、市町村間で

の医療費や保険料の格差が大きいことが国民健康保険の構造的課題と

して指摘されていた。 

この国保の財政上の構造的な課題を解決するため、都道府県は国保

に対する財政支援の拡充、安定的な財政運営や効率的な事業の確保等、

また制度の安定化を図りながら、国保運営に中心的な役割を担ってい

る。 

先ほど議案第３号の国民健康保険料でも触れたように、奈良県は全

国でも先駆けて、同じ所得、同じ世帯構成であれば、奈良県のどこに

住んでいても保険料水準は同じとなるよう、統一保険料率の設定を令

和６年度からの実施をめざして段階的に進めるという方針を示してい

る。 

県は保険料水準統一に向けて、県医療費適正化計画の策定のために

国が示した高齢化や医療技術の高度化などによる医療費の伸び率等を

用いた、医療費推計に基づく水準とすべきであるが、県は、保険料負

担の増加を抑制する考えから、高齢化による医療費の伸び率を用いた

医療費推計等に基づいて、標準的な保険料の算定方法により推計し、

市町村に提示、これを受けて各市町村において県と協議を行い、「保険

料方針」を策定・実行し、令和６年度の保険料統一までに計画的・段

階的に保険料の改定が実施できるよう、進めているところである。 

次に３、４ページには、国保運営協議会に関する関係法令について

まとめている。 

続いて５ページでは、議案第３号でご説明した、令和３年度国保会

計の歳入歳出決算（案）について、円グラフで表している。 

続きまして６ページ、資料３「国保被保険者数、国保世帯数の加入

状況グラフ」である。 

国保の被保険者は減少傾向にあり、令和３年度平均の被保険者数は、

前年度から１，０９１人減り、７３，７５９人となった。 

被保険者数の減少要因としては、先ほど保険給付費のところでご説

明したが、団塊の世代の後期高齢者医療制度への移行、短時間労働者
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への被用者保険の適用拡大などがある。 

続きまして７ページ、資料４「国保年齢別加入率グラフ」について

説明する。 

令和３年度末時点で、全被保険者の内、６５歳から７４歳の前期高

齢者の割合が４８％、奈良市の人口の６５歳から７４歳の前期高齢者

の国保加入率は６６％と、国保特有の高齢者の多い構造がご覧いただ

ける。 

続いて８ページ、資料５「国保会計収支表」である。先ほどの議案

３でもご説明したが、令和３年度の決算も黒字を維持することができ

た。 

続いて９ページ、資料６「財政調整基金の推移」である。 

令和３年度は預金利息のみ積み立てたため、令和４年５月３１日時

点での残高は、約３億６千万円となった。 

次に１０ページ、資料７「料率等・賦課限度額推移」である。 

保険料の賦課限度額については、国の水準に１年遅れで追随してい

くので、国の水準が令和３年度は９９万円で維持されたことから、奈

良市においても今年度は９９万円で維持されている。 

続いて、１１ページ、資料８より「国保加入状況・保険料収納状況

の推移」について説明する。 

保険料の収納率は、令和３年度は、現年分については、０．１２％

下がり９２．８８％に、滞納繰越分の収納率についてもダウンして１

３．３％となったが、トータルでは８３．５３％となっている。 

奈良県全域でみても低水準の収納率となっていることから、国保県

単位化に当たり、奈良県や県内他市町村から収納率の向上を求められ

ているところである。 

これについて、次に１２、１３ページ、資料９「保険料収納率に向

けた取組について」である。 

保険料収納率を向上させるための新たな試みとして、７月１９日か

ら滞納整理を主に担当する国税専門官 OBを５人雇用し、差し押さえの

実施等滞納整理の推進、電話催告の強化、口座振替の原則化、資格適

正化の推進等を行っていく。そうすることで県から示されている収納

率を達成できるようにして参りたいと考えている。 

続いて１４ページ、資料１０「繰入金推移」について説明する。 

議案１の令和３年度決算（案）のところでも説明したが、概ね予定

された金額が繰り入れられているが、国保の事務費見合いの職員給与

費等繰入金については、一定の削減を図っている。 

続いて、１５ページ、資料１１「特定健康診査の推移」について説

明する。 
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特定健診の「受診率」であるが、広報や奈良市医師会様のご協力に

より集団検診の拡充など受診率向上対策を図った結果、令和３年度は

目標である３７％には及ばなかったものの、暫定値では３３．８％と

これまでの最高の受診率となった。 

前年度に引き続きデータヘルス計画を活用した市内地区別のはがき

による受診勧奨や集団検診の実施、国保県単位化により設置された奈

良県国保連合会国保事務支援センターとの協働事業による受診勧奨は

がきの送付などを行う。 

また、令和４年度の新たな受診勧奨策として、今年度新たに世代別

の歯科検診の無料化や電話による受診勧奨等、積極的な受診勧奨を行

い、引き続き実施率の増加を図るものである。 

続きまして１６ページ、資料１２「特定健康診査事業（令和４年度）」

についてであるが、現在、平成３０年度からの第３期の特定健診実施

計画に基づき事業を実施しているが、基本的な事項については従来と

大きく変わっていない。 

ただ、先ほどご説明したとおり、受診勧奨については、新たな方策

を検討している。 

次に、１７ページから２１ページ、資料１３「令和３年度国保保健

事業一覧」である。 

１７ページの資料の特定健診の受診率実績が３３．８％のところ３

２．９％になっていたため、本日差し替えさせていただく。申し訳あ

りません。 

国民健康保険の保健事業としては、特定健診をはじめ、特定健診受

診のインセンティブとして設けている、頭部 MRI助成事業や、奈良県

国保事務支援センターと共同で実施している、重複投薬等の対策事業

など当課所管の事業のほか、奈良市薬剤師会様と協働で集団検診時に

設置するお薬相談コーナー、特定健診に続いて実施される健康増進課

所管の特定保健指導、また、糖尿病性腎症重症化予防や COPD（慢性閉

塞性肺疾患）など医療政策課が所管している国保ヘルスアップ事業な

どがある。 

また、前回、前々回でご検討いただいた、被保険者証へのジェネリ

ック医薬品希望の印刷については、予め印刷をしていることに対して

のご意見は数件いただいてはいるが、概ね好意的に被保険者の皆様に

受け止められているものと考えている。 

次に、２２ページ、「高額療養費の申請に関するポスター」である。 

令和４年２月の協議会でご紹介した「高額療養費の申請の簡素化及

び自動償還化について」のポスターを作成し、医療機関等で広報のご

協力をいただいている。７月から順次受付を行っており、１０月から
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委員 

 

黒田課長 

 

 

稼働の予定である。 

次に、本日の追加資料、資料１４「特定健診の受診勧奨業務の委託

について」である。 

先ほども申し上げたが、今年度から、新たな方法で受診勧奨を行お

うと考えている。 

そのうち大きなものとしては歯科検診が受診できる４０歳、５０歳、

６０歳、７０歳、コロナ禍における経過措置として４１歳、５１歳、

６１歳、７１歳の国民健康保険被保険者に歯科検診の受診料１，００

０円をキャッシュバックしようとするものである。 

この対象者１２，０００人へのお知らせと新たに特定健診の対象者

となられる４０歳の方への事業案内としての架電、また５０歳の方に

ご自身の身体に関心を持っていただくきっかけとしての健康年齢を活

用した通知の発送を専門事業者に委託しようと考えている。 

健康年齢については、ビッグデータの活用により、多くの健診結果

から導き出される傾向と個人の健診結果を関連付け、ご自身の実年齢

に対して身体の健康状態は何歳相当なのかを把握できることにより、

健診そのものに興味を持っていただき、定期的な健診を促すことを目

的として行う。こちらは５０歳、５１歳の方を対象に行おうと考えて

いる。 

この健康年齢については、国からの交付金が増額される奈良県のモ

デル事業として申請を行おうと考えている。 

以上、資料の説明である。 

 

ありがとうございました。 

それでは、ただいまの説明、資料等について何かご意見・ご質問等

はあるか。 

 

２点質問がある。１つ目は１２ページの収納率の向上についての取

り組みで、国税の方を起用されてご尽力いただいているようであるが、

現在まで高額滞納者の差し押さえはあったのか。 

 

今年度ということか。 

 

今年度だけではなく、これまでもあったか。 

 

これまでも行っていたが、なかなか件数としては上がっていないこ

ともある。その要因として職員の数が少ないということがある。これ

までも少ないながらやっていたが、これから件数を増やしていきたい
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会長 

 

と思っている。 

 

期待しているのでよろしくお願いする。 

もう一点だが、健康保険証をマイナンバーに紐づけできるようする

取組みをされていると思うが、交付の人数は現行どのくらいなのか。 

 

マイナンバーカードの交付率については現状、正確な数はわかりか

ねるが、保険証との連動についてはマイナンバーカードを取得した人

がマイナポータルに登録してご利用いただくことは積極的に周知はし

ているが、なかなか進んでいないというのが現状である。 

 

ありがとうございます。 

 

他に何かあるか。 

 

先ほどの委員のご質問にも関連してくるが、医療業界も薬剤師会も

歯科医師会も同じかと思うが、来年の４月から顔認証の機械の設置を

義務化するという新聞にも載っていたが、通達されている。 

そのため、特殊な場所を除いた各医療機関は顔認証する機械が運用

されることになる。 

しかし、これが活用されるかどうかは、みなさんがマイナンバーを

持っていただいて現場で使っていただけるかどうかにかかっている。  

現状、義務化されてはいないが、病院や医院ですでに使っていると

ころはあるが、何か月に一人とかそんな利用しかない。 

やはり設置側が義務を負っているのに、みなさんがマイナンバーカ

ードを持たないというのは非常にアンバランスになると思う。この努

力を国民健康保険の方でもされるべきだと思う。なので、さっそくテ

ーマにして、取り組まれたら良いと思う。 

そしてなおかつこのカードに医療的データ、健診、薬剤の投与など

を結びつける働きかけをこれから始めても全く遅くないので、さっそ

く予算化してはどうかと思う。そうすることで薬剤の重複等や健診の

結果がどうかなど自動的に出ることで我々も活用できる。 

これは国の施策が遅いということで関知することではないけど、少

なくともマイナンバーカードに健康データを結びつけることは非常に

価値のあることだと思うので、是非よろしくお願いしたい。 

 

ありがとうございました。私の個人的な話であるが、私は平成２７

年にマイナンバーカードの制度が始まってすぐに作って、健康保険証
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にもなるとなった時にはすぐにそれも手続きした。 

まだ私の行った医療機関ではマイナンバーカードを健康保険証とし

て使えないので、使ったことはないが、委員が仰った顔認証というの

はマイナンバーカードの写真と合わすということか。 

 

そのとおりである。顔認証するためのカメラがあってカードと合致

をさせる。それが今指摘されて問題となっているのは、特に子どもは

１、２年ですぐに顔が変わってしまう。それから我々も何年か経てば

変わってしまう場合もある。この件については我々も厚労省に確認し

ている最中である。 

ただ、マイナンバーを作って持ってきていただかないと問題点もは

っきりしてこないので、お願いしたいところである。 

 

画期的な話を聞かせていただき、ありがとうございました。他に何

かないか。 

 

今のマイナンバーカードの件についても少しお話させていただく。 

協会けんぽも健康保険とマイナンバーカードを一緒にするという手

続きをみなさまにお願いしており、使っていただくとオンライン資格

確認ができれば限度額認定証のカードを別途発行する必要がなくなる

という加入者の方にとっては非常に便利になる。 

しかし、オンライン資格確認ができる医療機関が今のところ奈良に

は少ない状況で、大きな病院では３８か所という状況である。 

ただマイナンバーカードをお持ちの方が少なかったり、コロナで病

床がひっ迫している中でなかなか使えていないという状況である。 

まず健康保険証と結びつけることをみんなでやっていく、今９月ま

でにマイナンバーカードを発行すればマイナポイントが付くという国

の施策もある。各自治体も非常に混み合っているという話も聞く。 

そのため、９月からはみなさん多くの方が持ってもらえるのではと

思っている。 

あと私の方からご意見させていただきたいのは、資料１９ページの

医療費適正化の関係の、ジェネリック医薬品の希望の意思表示の印字

であるが、前回の協議会でもご説明されて、概ね好意的に受け止めら

れているということで、結構思い切ったことをされていると感じた。 

健康保険証にジェネリック医薬品を希望するという印刷があって、

希望されない場合は隠すシールを貼るということであるが、今回お手

数ですが資料をお配りさせていただいたが、厚生労働省から出ている

資料で令和３年９月の診療分のジェネリック医薬品の使用割合の数字
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が出ている。 

奈良県の数字では令和２年９月分で７４．４％だったところが、令

和３年９月診療分では７３．９％と全国で４６位となっている。 

奈良市は全市町村１７８５の中で１６１４位である。私どもの協会

けんぽの奈良支部も全都道府県中で４６位というところで、奈良県全

体で下から２番目という状況になっている。 

一番下の徳島県については今年度、国から指定で頑張らないといけ

ない県に入っており、奈良県は入らなかったので大変な状況ではある

が、こういう状況だということを加入者にも県の広報誌や奈良新聞に

掲載いただいて広報している。それでもなかなか伸びていない状況な

ので、奈良市の方でも積極的に周知いただけたらと思う。 

もう一点が質問であるが、前回の令和４年の３月の書面開催の際の

子ども医療費の現物給付の対象拡大のことで、現在、未就学の子ども

に対しては医療機関での負担は一部負担金５００円でできているが、

小学生以上の方は、一旦窓口で３割負担いただいて後からお金が返っ

てくるという仕組みになっている。 

この仕組みは全国的に奈良県、愛知県、岐阜県くらいである。 

助成が便利になると医療費が拡大するということも言われている

が、その辺りの改善状況はどういった状況か教えていただきたい。 

 

ただいま２つ質問があり、１つ目のジェネリック医薬品の件は、奈良

市の方も SNS等を活用して定期的に啓発をさせていただいている。こ

ちらは継続して行っていきたいと考えている。 

もう一つの子ども医療の現物給付については、今まさに最終調整を

行っており、本日市長は本来であれば本会議に出席するところである

が、市長会に行っている。今まさにその件で各市の首長さんにご議論

いただいているような状況である。 

あと１、２か月ほど経てば報告できるかなと思うが、現在の状況に

ついては調整中ですという回答になる。 

ただその調整も最終段階に入っているという状況である。 

 

ありがとうございました。次回の協議会で回答が得られるというこ

とでよろしいか。 

 

お話させていただけると思う。 

 

その他にご意見・ご質問はあるか。 
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会長 

今のご質問に関してよろしいか。 

ジェネリックの使用比率が奈良県で非常に低いという問題である

が、この辺はどこが中心になって進めていくものなのか。この中でタ

ーゲットははっきりしているのか疑問である。 

開業医の先生方にもお伺いしたく、先生にもお伺いしたいが、開業

の先生方のジェネリック医薬品の普及はかなり先行していると思う

が。 

 

開業医と病院では全然状況が異なるので。 

 

やはり医師会で見ていると、病院でのジェネリックの使用率がかな

り低いことが、こういう結果を招いているではないのかと、しっかり

と調査したわけではないけれども思うところである。 

したがってジェネリック医薬品の使用率を高めていくことを本格的

に取り組むのであれば、やはりどのようなターゲットにどのように働

きかけたらよいかということを考えないと、単に広報したから使用率

が上がるというわけではないと思う。 

この前、奈良県立医科大学がジェネリックの使用を進めると広報さ

れていたが、奈良市には多くの病院がある。特に公的な病院でのジェ

ネリックの使用率など、市立病院もあるのだからきっちりと調べて、

ターゲットを絞って働きかければ、結果も結びつきやすいと思うがい

かがか。 

 

今、仰られたように病院によってジェネリックの使用比率は全然異

なる。 

県立医科大学の話もあったが、協会けんぽでも病院別でどのくらい

使用していただいているかとか、何科のお薬が使用率が悪いとかそう

いった分析をして、ターゲットを絞って出向いてお話している。 

県立医科大学がジェネリックを使用すると方針転換されてからは少

しは良くなっている。 

あと市町村でもすごく差が出ている。個人病院でも精神科の薬など

はなかなか切り替えが難しいという話も聞いており、そういう協会け

んぽの情報を国保さんでも共有させていただいて、一緒にジェネリッ

クの使用率向上に向けて取り組んでいただければと思うし、県の方に

も協会けんぽから出向いてお話をさせていただいているので、今後共

有して進めていければと思っている。 

 

前向きな質問・ご意見をいただいた。ありがとうございました。そ
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事務局 

の他何かご意見・ご質問あるか。 

なければ、本日の案件は以上となる。皆様におかれましては慎重に

ご審議いただき、ありがとうございました。 

また、議事進行にもご協力いただきありがとうございました。これ

で進行を事務局にお返しする。 

 

長時間のご審議まことにありがとうございました。 

次回の、開催予定は、令和５年２月下旬を予定しているので、よろ

しくお願いする。これをもちまして、第１５９回奈良市国民健康保険

運営協議会を閉会する。まことにありがとうございました。 

 

資 料 

・見直し後の奈良県国民健康保険運営方針の概要 

 ・改革後の国保財政の仕組み 

【資料１】国民健康保険・国民健康保険運営協議会関係法令 

【資料２】令和３年度奈良市国民健康保険特別会計決算（案）グラフ 

【資料３】国保被保険者数、国保世帯数の加入状況グラフ 

                  （全市人口・全市世帯数） 

【資料４】国保年齢別加入率グラフ（令和３年度末） 

【資料５】奈良市国民健康保険特別会計収支表（平成２５年度～） 

【資料６】奈良市国民健康保険財政調整基金（平成２５年度～） 

【資料７】料率等・賦課限度額推移（奈良市・国） 

【資料８】国保加入状況・保険料収納状況推移 

【資料９】保険料収納率向上に向けた取組みについて 

【資料 10】繰入金推移（平成２５年度～令和３年度） 

【資料 11】特定健康診査（特定健診）の推移 

【資料 12】特定健康診査（特定健診）事業（令和４年度） 

【資料 13】令和３年度国保保健事業一覧 

 ・高額療養費の申請方法に関するポスター 
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   第１５９回奈良市国民健康保険運営協議会の概要は、以上のとお

りであることを確認して署名する。 
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